平成26年度　第７回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成26年９月４日（木）15時～17時30分
場　　所　大阪赤十字会館401会議室

出席委員　多々納会長・碓田委員・大濱委員・南島委員

議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

◆［会長］

　　前回の審議会では、第５回の審議会で課題があった砂防事業の説明を受け、審議を行った。
　　また、公園事業１件の説明を受け、審議を行った。

　　本日は、まず、前回公園事業について質問を受けた内容に対する追加の説明を受け、審議を行い、次に、施設整備事業の第二方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）１件の説明を聞き、審議を行いたい。
　　それでは、事務局から資料の確認と説明をお願いしたい。
◆［事務局］
・資料１　　：　審議予定案件一覧

・資料２　　：　審議スケジュール

・資料３－１：　追加説明資料①（第６回審議会での審議実施事業）

・資料３－２：　追加説明資料②（施設整備事業）

・資料４－１：　再評価（再々評価）審議案件概要及び事務局確認内容

・資料４－２：　事前評価審議案件概要及び事務局確認内容
資料１は、今年度ご審議いただいたこれまでの案件も含めて、掲載している。
施設整備事業の府立高校建替事業２件については、第５回審議会で概要説明をさせていただいたが、施設規模、スペック等が十分定まっていないため、再度、ご説明させていただくことになっており、遅くとも11月21日の審議会で、ご審議いただきたいと考えている。

また、施設整備事業として、第ニ方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）を１件追加している。

（１）審議対象事業について

◆［会長］
それでは、公園事業の久宝寺緑地整備事業の審議に入りたい。
前回の審議では、事業の概要についてご説明いただき、質疑応答を行った。その際、何点か課題があり、本日は、その課題についてご説明をいただきたい。
課題となっていたのは、以下の７点。

1 本事業の整備の経緯

2 府と市の防災計画に位置付けられた時期

3 「都市公園・緑地見直しの基本方針」の考え方と、これに基づく久宝寺緑地の評価内容
4 費用便益費に関して、前回評価時からマニュアルが変わったことに伴う、間接利用価値の変動要因
5 事業全体のB/Cは、現在開設されている面積も含めて算出され、その面積は全体計画の大半を占めているため、残事業B/Cを算定
6 「代替案立案の可能性の視点」の判定の記載内容について、それが代替案立案の可能性に直接影響しているか再確認し、必要に応じ、文言の修正
7 平成16年度の意見具申後の対応として、「広域緑地計画」などの現在の状況
それでは、以上の点について、担当部局よりご説明をお願いしたい。
◆［都市整備部］
資料３－１「追加説明資料①」に基づいて説明。
1 本事業については、昭和16年に都市計画決定をし、昭和42年に事業認可後、昭和46年から逐次開設し、昭和51年に現在の38.4haを開設。その後、平成18年に新たに6.0haの事業認可を取得した。
2 平成９年に、「八尾市地域防災計画」で広域避難場所として、「大阪府地域防災計画」で後方支援活動拠点として位置付けられている。
また、平成17年に、大阪府が定めた「広域的支援部隊受入計画」で、集結場所の候補地として位置付けられている。

3 「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」は、平成23年度に都市計画審議会常務委員会で策定し、府営公園11箇所を対象に、見直し方針を検討することとなっていた。現在、３公園は一部廃止することとし、都市計画審議会に諮り、手続きを終えている。久宝寺緑地は、全域整備する方針を決定し、残る７公園は見直し方針を検討中である。

見直しに際しては、事業未着手区域のうち、建築制限がかかっている民有地を対象区域としている。まず、公園緑地としての必要性について評価し、必要性が低ければ廃止し、高ければ都市計画公園緑地以外の方法で、公園緑地機能の代替性が有るか無いか確認する。代替性が有る場合は、都市公園緑地としては廃止し、代替手法を活用することになる。代替性が無い場合は、公園緑地機能としての実現性について評価し、実現性が高ければ整備、実現性が低ければ整備をいったん保留することとしている。
必要性、代替性、実現性についての評価項目は以下の通り。

・必要性についての評価内容は、存在効果、利用効果、媒体効果の３つの効果を比較したものに加え、都市計画上の確認を行うことになっている。存在効果は、さらに防災、環境、景観の３つのカテゴリーに分けられ、例えば、存在効果に当たる防災は、広域避難する面積が充足しているかどうか、環境は、みどりの風促進区域とのつながりの有無、熱環境上の位置付けなどについて評価をしている。利用効果については、憩いや癒し効果の有無、利用目的に対応した施設かどうかなど、公園の必要性について評価している。

都市計画上の確認は、具体的には、都市計画から外れたときに、市街地のスプロール化が進んでいく恐れがないか、その他の上位計画との関連はどのようになるか、といったことを確認している。

・代替性については、都市計画公園・緑地以外の規制的手法、例えば緑地保全地域や市民緑地・風致地区など、すでに規制されていて、都市計画公園がなくなったとしても、みどりの必要性のある場が代替できることを確認している。

・実現性については、買収の難易度、コスト面、整備の優先度から評価している。
久宝寺緑地については、公園緑地の必要性は高く、代替性は無く、実現性も高いため、整備という方針を打ち出している。
4 間接利用価値は、効用関数法を用いて、公園整備を行った場合と行わなかった場合の検討対象となる48市区町内における個々の世帯の満足度の差に、世帯数を乗じて算出する。

前回評価時の間接利用価値は約396億円、今回は約555億円となっており、間接利用価値を環境価値と防災価値に分けると、環境価値が前回より約280％増えている。
環境価値の便益額が増加した要因は、以下の通り。
・前回評価時からマニュアルが改訂され、前回は、間接利用価値のうち、環境価値を単独で計算していたが、今回は、全体の間接利用価値に、環境価値と防災価値の比率を掛けて算出することになった。
・緑地面積が5.8ha増えたことにより環境価値が増加し、広場面積が1.8ha減ったことにより防災価値が減少した。

・パラメータが変更されたことにより、同じ面積の増減でも、環境価値のほうが面積の影響を受けやすくなり、防災価値と環境価値の割合が大幅に変更した。
防災価値：環境価値　＝　（前回）81：19　⇒　（今回）62：38

5 残事業B/Cは、残事業の投資効率性の評価で、事業を継続した場合と中止した場合の比較を行うことになっている。継続した場合の便益は５項目、中止した場合の便益は４項目からなり、継続した場合の便益から中止した場合の便益を引くことにより残事業の便益を求める。残事業の費用についても同様に、継続した場合の費用から中止した場合の費用を引くことにより求める。
本事業では、継続した場合の便益は３項目あり、「継続した場合の追加便益」（現在の面積から追加で開設されることにより発生する便益）は約42.09億円、「既投資の残存価値」（開設区域と未供用で買収済みの用地の残存価値）は約13.74億円、「再評価時以降の投資の残存価値」（今後取得予定の用地の評価対象期間後の残存価値）は約7.23億円を計上している。

　 　 中止した場合の便益は２項目あり､「中止した場合に売却可能な資産価値」（未供用で買収済みの用地の残存価値）約3.92億円と「既投資の残存価値」（開設区域の用地の残存価値）約9.82億円を計上している。
このうち、継続した場合の「既投資の残存価値」と、中止した場合の「中止した場合に売却可能な資産価値」と「既投資の残存価値」は、どちらも買収済みの用地の価値であるため相殺される。

　  　継続した場合の費用は、「継続した場合の追加費用」（公園の追加開設を行うために発生する費用）として約55.62億円、中止した場合の費用は、中止した場合に必要な撤去費や現状復旧費として約7.66億円を計上している。

　  　これらを計算すると、残事業の便益は約49.32億円、費用は約47.96億、費用便益比は1.03となり、評価調書にも参考として追記した。また、評価調書の「変動要因の分析」に、「費用対効果算出マニュアルの改訂（平成25年10月）による算出式・パラメータの変更」、「緑地面積の増加により便益が増加」、「広場面積の減少により便益が減少」の下線部を追記した。

6 前回の資料に、「代替案立案の可能性」の「判断の理由」として、「事業地周辺は、宅地化の進展により人口が過密化」と記載しており、記載するのであれば、数値の裏付けが必要とのご指摘があったが、データを確認して記載したものではないため削除し、また、評価調書にも同様の表現があったので、削除した。

7 前回の意見具申後、平成17年に「広域的支援部隊受入計画」が策定され、久宝寺緑地の位置付けはより明確化された。久宝寺緑地は、今後想定される５つの地震のうち、上町断層系地震、有馬高槻構造線地震、中央構造線地震、南海トラフ地震において、集結・駐屯場所の第１候補として位置付けられている。

また、平成21年に、「大阪府広域緑地計画」と「みどりの大阪21推進プラン」を統合し、「みどりの大阪推進計画」が策定されたが、みどりのネットワークの骨格となる「中央環状緑地群」「中環の森づくり」の中核となる施設の１つとしての位置付けは、変わっていない。

◆［会長］
　　これまでの説明について、ご意見やご質問はないか。
○［会長］
　　「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」を受けて、全ての都市計画公園・緑地（府営公園）について、精査しているのか。

⇒［都市整備部］
府営公園は18公園あるが、見直しの対象区域は、事業未着手区域のうち、建築制限がかかっている民有地となっているため、対象となる区域が無かったり、既にほぼ開設している公園もあることから、見直しの対象となるのは、18公園中11公園である。

〇［会長］
11公園全てについて評価した結果、今回は久宝寺緑地を審議に諮っているということか。
⇒［都市整備部］
　11公園のうち、石川河川公園、枚岡公園、二色の浜公園、久宝寺緑地は、見直し方針が確定し、久宝寺緑地以外の３公園は、「一部廃止」として、既に都市計画審議会で手続きが完了している。

なお、残りの７公園については、見直し方針の確定に向けて、調整中である。

〇［会長］
久宝寺緑地の対象区域は、都市計画審議会で、整備すると決定されたのか。

⇒［都市整備部］
そのとおり。（昭和16年に都市計画決定され、今回見直しについて検討した結果、全て整備する方針を決定したため、改めて都市計画審議会に諮っていない。）
◆［会長］
残事業B/Cについて、ご質問等はないか。
· B/C＝1.03であり、極めて１に近くなっているので、本当にそのような数字になるのかと思うが、継続した場合の追加便益が高いということか。

⇒［都市整備部］
そのとおり。

◆［会長］
残事業B/Cの算出の根拠が大事なので、追加の説明を求めた。本事業の残事業B/Cは１を超えているが、仮に残事業B/Cが１より小さくても、事業全体のB/Cが１を超えているので、実施しても問題はない。
評価調書の修正については、これでよいか。

· 評価調書の「コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における判定（案）」に、コスト縮減の余地がないことについての記載がないので、確認したい。

　　また、「前回評価時の意見具申（付帯意見）と府の対応」について、追加説明資料に記載はあったが、評価調書には記載しなくてよいのか。
⇒［都市整備部］
事業費のほとんどが用地費であり、また、公園の整備は、造成工事や植栽工事であり、施設等を建設する予定はないため、工法の変更による縮減等は考えられず、コスト縮減の余地はない。

⇒［事務局］
「前回評価時の意見具申（付帯意見）と府の対応」は、特に意見があった場合のみ記載している。

○「コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における判定（案）」については、記載したほうがわかりやすいと思うので、事務局と調整してほしい。

⇒［都市整備部］
はい。
◆［会長］
他にご意見はないか。

「コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における判定（案）」についての記載は、事務局と私で調整させていただきたいと思う。
　　他にご意見等がなければ、本件については「事業継続」という対応方針（原案）について、了解することとしてよいか。

○［全委員］

異議なし。
◆［会長］
次に、施設整備事業「第二方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）」について、担当部局から説明をお願いしたい。

◆［警察本部］
　・ 淀川警察署には、昭和44年建築の本館（平成21年度に耐震改修済）と昭和37年建築の別館があり、淀川警察署は、本館及び別館に、第二方面機動警ら隊は本館に配置している。
　・ 別館は、耐震性能が不足しているため、「府有建築物耐震化実施方針」に基づき、平成27年度末までに耐震化を完了しなければならないが、コンクリートの強度不足により耐震改修はできず、庁舎の建替えが必要である。
・ 淀川警察署員の内勤者は、本館建設時は145名、平成25年度は231名であり、86名増員されている。また、第二方面機動警ら隊も19名増員されたため、狭隘化が著しい。
・ 警察署は、老朽化や増員等による狭隘化等を総合的に判断し、計画的に建替え等の整備を行っている。参考ではあるが、警察官の増員は、平成14年度以降に全国で2万4,000人、大阪で約1,800人であり、府内の多くの警察署でも狭隘化が進んでいる。
・ 耐震化と狭隘化の解消のため、第二方面機動警ら隊庁舎を整備し、その庁舎内に淀川警察署員が使用する執務室を確保する。
・ 新庁舎の延床面積は、約2,500㎡。内訳は、第二方面機動警ら隊が約1,900㎡、淀川警察署が約600㎡である。警察署建替え基準により、第二方面機動警ら隊は定員75名を基に、淀川警察署は増員 86名を基に必要面積を算出した。一人当たりの面積は約６㎡である。また、共用で使用する食堂や便所等の面積は約850㎡であり､第二方面機動警ら隊の面積の中に含めている。
・ 仮に、淀川警察署を建替える場合、定員336人を基に算出し、約6,300㎡必要となる。本事業完了後の淀川警察署の面積は、共用部分の約850㎡を含めても約5,000㎡であり、建替えるより相当小さくなる。参考ではあるが、最近の警察署の建替え等の事例では、定員215名で約5,000㎡、定員245名で約5,400㎡の庁舎整備を行っている。また、第一方面機動警ら隊の面積は約1,900㎡、第三方面機動警ら隊の面積は約2,000㎡となっており、いずれも第二方面機動警ら隊と同規模程度となっている。

・ 全体事業費は、約10.7億円。内訳は、工事費約10億円、基本計画・基本設計費約2,000万円、実施設計費約5,000万円。第二方面機動警ら隊庁舎分のみが国庫補助対象となり、補助額は約1.8億円である。

・ 本事業の実施により、耐震性能が向上するため、庁舎の安全性能が確保される。また、執務室の狭隘化が解消し、来庁者の利便性の向上及び職員の勤務環境の改善が図られる。　
現在、府民応接スペースや更衣ロッカーは、廊下に設置しているが、本事業の実施により、執務室内に応接スペースを確保し更衣室にロッカーを設置することができる。
　・ 平成26年度に基本計画、平成27年度から平成28年度に実施設計及び基本設計、別館の撤去工事。平成28年度から本体工事を行い、平成30年度に完成予定。
◆［会長］
ご質問等はないか。
○［会長］
本館はいつ建てられたのか。また、耐震診断はどのような結果だったのか。

⇒［警察本部］
昭和44年に建設した。
耐震基準を満たしていなかったため、改修を行い、現在は、耐震基準を満たしている。

○［会長］
別館は、耐震改修していないのか。

⇒［警察本部］
耐震診断を行ったが、耐震補強は不可能であり、早期改築が必要であるとの結果であったため、していない。

○［会長］
本館の面積3,600㎡と、今回の整備面積2,500㎡を合わせて6,100㎡になるのか。
⇒［警察本部］
そのとおり。

○［会長］
最近の警察署の建替え等の事例では、215人の警察署で5,000㎡、245人の警察署で5,400㎡の庁舎整備をされたとのことだが、約400人に対して6,100㎡では、狭すぎるのではないか。
⇒［警察本部］
事業が終わってもそれほど広くはならないが、経済的な面もあり、必要最低限の整備として考えている。

○［会長］
もちろんそうだと思うが、せっかく建替えるのであれば、庁舎としての機能が保持できるということを確認しておきたい。斜線制限や建築制限で、６階までしか建てられないのか。

⇒［警察本部］
敷地が狭いため、６階建てにする予定だが、2,500㎡が限界だと考えている。

それらの制限により、今ある元の位置にも建てられない。
（後に、７階までは可能だが、容積率の制限により、増やせたとしてもあと400㎡であると訂正）
○　「代替手法との比較検討」として、ＰＦＩ等も検討されたのか。

⇒［警察本部］
検討していない。警察署には、留置施設や保護室、拳銃の保管庫等、統一性を図るものがあるため、これまでもＰＦＩ手法は活用していない。
· ＰＦＩ等の効率性の手法が使用できる事業特性ではないということか。
⇒［警察本部］
　　そのとおり。

○［会長］
「警察署建替え基準」により、第二方面機動警ら隊は、定員を基に、淀川警察署は、増員を基に必要面積を算出しているが、なぜか。
⇒［警察本部］
第二方面機動警ら隊は、新たに庁舎を建設する事業であるため、定員を基に面積を算出した。警察署の新設の場合と同様である。
　　淀川警察署は、既に本館庁舎があるため、建設当時と比べて増えた人数分の面積を算出した。
○［会長］
「警察署建替え基準」に、「増員を基に」、「定員を基に」と記載しているわけではないのか。
⇒［警察本部］
記載はない。警部補１人につき６㎡というような、職階に応じた１人当たりの面積が決められており、それを基に算出している。

○［会長］
本館は、人数に見合った面積があるのか気になる。全体の定員を基に面積を算出し、そこから既設面積を引くと、必要面積が出ると思うが、この方法を取らない理由はあるか。

⇒［警察本部］
その方法で算出すると、面積が相当大きく増えてしまうので、実態に見合った面積の算出をした。

○［会長］
本館は、今の「警察署建替え基準」で算出すると、面積が大きくなってしまうので、昭和44年建設当時から増えた人数分の面積を、現在の基準により算出したということか。
⇒［警察本部］
そのとおり。
○［会長］
新庁舎に入る淀川警察署の面積として、1,100㎡から800㎡を引き、300㎡を足しているのはなぜか。

⇒［警察本部］
淀川警察署の増員分として必要な面積は、1,100㎡であるが、現在、本館を使用している第二方面機動警ら隊の面積が800㎡あり、別館を使用している淀川警察署の面積が300㎡ある。新庁舎整備後は、第二方面機動警ら隊は、本館から新庁舎へ移るため、本館の800㎡は、淀川警察署が使用できることとなる。また、淀川警察署が現在使用している別館の300㎡は、撤去することにより使用できなくなるため、1,100㎡から800㎡を引き、300㎡を足して、新庁舎に入る淀川警察署の面積を算出した。

○［会長］
昭和44年建設当時は145人いたが、その当時、第二方面機動警ら隊は、いなかったのではないか。
⇒［警察本部］
当時からいた。

○［会長］
当初から本館の800㎡を使用していたのか。
⇒［警察本部］
そのとおり。
○［会長］
その説明が無かったので、余計に分かりづらい。

第二方面機動警ら隊が新庁舎へ移ることにより、第二方面機動警ら隊が現在使用している本館の800㎡を淀川警察署が使用できるので、その分については、増築しなくてよいということか。あまりにも分かりにくいので、もう少し分かりやすく説明してほしい。
○　図面があれば、一目瞭然で分かりやすいと思う。
⇒［警察本部］
５ページに図を記載している。

○［会長］
これもわかりにくい。建物の絵があるだけである。

○　平面図があれば、分かりやすいと思う。

○［会長］
４ページのような平面図に記載し、次回、工夫して説明してほしい。
· 別館は、建築後52年経過しているが、新庁舎の耐用年数について、基準はあるのか。

⇒［警察本部］
鉄筋コンクリート造なので、40年から50年ぐらいだと思う。

· 耐用年数が決まっているわけではないのか。

⇒［警察本部］
　　決まっていない。

· 本館は、耐震改修をしたとのことだが、今後、どのくらい使用できるのか。

⇒［警察本部］
本館は、平成21年度に耐震改修を終えており、通常は、耐震改修後10年以上は使う予定である。

· 本館の改修の際には、増員分の面積を増やさずに、耐震性能の強化のみをしたのか。
⇒［警察本部］
そのとおり。
· 別館の跡地は、どうなる予定か。

⇒［警察本部］
新庁舎を建設する場所は、駐車場として使用しており、新庁舎の整備により、駐車場が不足するため、別館の跡地は、駐車場を整備する予定である。淀川警察署、第二方面機動警ら隊のどちらについても、車が機動力の中心となるので、駐車場の確保が必要となる。

○［会長］
駐車場の面積は足りているのか。
⇒［警察本部］
敷地内に納める予定である。
○［会長］
本館は、平成21年に耐震改修をしているが、築後50年近く経っている。耐震改修をした時に、コンクリートの品質等を見て、撤去が必要なほど劣化が進んでいないということを確認しているのか。

⇒［警察本部］
はい。

○［会長］
物理的に見れば、あと10～20年は持つと判断しているのか。
⇒［警察本部］
はい。

○［会長］
それについて、説明できる資料はあるか。
本事業で別館を建替えるのに、すぐに本館を建替えることになるのであれば、今回、本館分も合わせて建替えた方がいいということになる。次回ご説明をお願いしたい。
· 完成が平成30年度となっているが、平成27年から別館の撤去工事が始まれば、完成までの３年間は、別館にある機能はどうなるのか。

また、「自然環境等への影響とその対策」として、「省エネルギー等への配慮」と記載があるが、図面を見れば、南側にマンションのような建物がある。今まで無かった場所に、６階建ての庁舎が建つことによる敷地外の建物に対する影響や、周辺の方の反応について、聞かせてほしい。

⇒［警察本部］
本館にある柔道場に執務室を造り、現在、別館に入っている交通課等が使用する予定である。
　　南側にある建物は、把握しておらず、まだ説明も終えていない。現在、基本計画を策定中であり、もう少し具体的になってから住民説明をする予定である。

◆［会長］
基本計画で、問題が起きないように配慮の上準備しているということを、説明してほしい。また、周辺環境への影響については、今後の見通しも合わせて、資料の準備をお願いしたい。

　　
（２）その他
◆［会長］
第１回審議会で提示した審議案件について、府民意見と意見陳述の募集を行ったが、第ニ方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）についても同様に行いたいと思うが、いかがか。
異議がないようなので、募集を行うことにする。
◆［会長］
以上をもって、本日の審議会を終了する。長時間のご審議ありがとうございました。

以上
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